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日本における歴史教育と日中関係

 中学 ・高校の歴史教科書 を手がか りに一一一

段 瑞 聡

1 は じめに

 学校における歴史教育は学生が自国および他国に対する認識を形成する出発点であると

思われる。長い間，日中関係に影響を及ぼす最大の要因の一一つは 「歴史認識」問題であっ

た。そのような問題が生じた原因は，両国における歴史教育，とりわけ学校における歴史

教育に密接に関連している。歴史教科書の編集の如何は，時には両国の外交関係にも多大

な影響を及ぼしてしまう。1982年 の教科書問題はその典型的な例である1)。

 筆者は他稿において中国における歴史教育と日中関係についての考察を行った2)。本稿

においては日本の中学 ・高校の歴史教科書を分析することによって，主に以下の3つ の問

題を検討する。

 第1は ， 日本の教科書制度についてである。ここには教科書の出版 と発行 ・編集 ・検

定 ・採択の4つ の段階が含まれる。この一・連の過程に対する考察を通じて，日本政府すな

わち文部省3)が教科書の編集 と作成過程においてどのようにかかわっているかを明らかに

することがで きると考えられる。

 第2は ， 日本の中学 ・高校の歴史教科書では，近現代における日中関係がどのように取

り上げられているかを考察することである。中国の歴史教科書との比較を通 じて，日中関

係をめぐる両国の教科書の記述にはいかなる相違点があるかを明 らかにする。その結果今

後の日中関係を発展 させるために何が必要なのかを検討する。

 そして第3は ，今後の日中両国の歴史教育の動向を展望 し，両国の歴史教育が 日中関係

にいかなる影響を及ぼしうるかを検討する。
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2 日本における教科書採択までの過程

 中国は1988年 末に義務教育段階における小 ・中学校の 「教学大綱(初 審稿)」 を発表 し

た。これをきっかけに，教科書は従来の国定制から検定制へ と変わった4)。1990年 秋に，

中国では7～8種 類の歴史教科書が編纂されたといわれる5)。では，凵本の教科書制度は

いかなるものであろうか。ここで以下の4つ の側面から考察してみる。

 (1)教 科書の出版 と発行

 凵本の全ての教科書は完全に民間の出版社から発行される。それらの出版社のなかには，

教科書のみを出版 しているのもあるが，その大多数は同時にその他の書籍の出版 も行って

いる。 もちろん， どの出版社で も教科書を発行することができるとは限らない
。教科書を

発行するためには，文部省の基準に達 しなければならない。例えば，会社の資本金は一千

万円以上で，教科書の編集を担当する人員は文部省の基準に達していることなどが挙げら

れる6)。

 1999年 現在教科書の出版会社はあわせて62社 ある。小学校 ・中学校 ・高校の教科書を

出版する会社はそれぞれ17，18，54社 である。つまり，小学校 もしくは中学の教科書だ

けを発行する出版社 もあるが，高校の教科書だけを発行する出版社が多い。

 では，それらの出版社のマーケット・シェアはどのような ものであろうか。2000年 度

用小学校 ・中学校 ・高校の教科書採択結果7)に よれば，発行部数の上位3位 は東京書籍 ，

光村図書，教育出版の3社 である。2000年 度用教科書の発行部数は全部で1億5756万 冊

である。東京書籍だけで総数の21.3%に 達 している。上述 した3社 の発行数は総数の

41.6%を 占めている。ここからは少数の出版社が教科書市場を独 占している傾向が見 ら

れる。そのような傾向は，文部省の教科書管理に有利であることは想像にかた くないであ

ろう。

 そのような傾向は，具体的な教科に絞ると，さらに明確になる。まず，中学歴史教科書

の出版状況 を見てみ よ う。1997年 度 の統計 に よれ ば
，中学歴 史教科書 を発 行す る出版社

は7社 あ り，発行総数 は1，521，900冊 で あ る。そ の うち
，東京書籍 だけ で41.2%を 占 め

てお り，次 に大 阪書籍(19.3%)， 教 育 出版(17 .8%)， 日 本書籍(12.9%)で あ る8)。4

社 の発 行 数 は 総 数 の91.2%を 占 め て い る。 しか も東 京 書 籍 の 歴 史教 科 書 の 発 行 数

は，1975年 か ら今 日まで一貫 して首位 を保 ってきた9)。
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 次に高校歴史教科書の出版状況を見てみよう。統計によれば，2000年 度に高校歴 史教

科書を発行 した出版社のなかで，世界史Aは9社10種 類，世界史Bは8社19種 類， 日

本史Aは6社7種 類，日本史Bは9社19種 類がある。発行量から見れば，第1位 を占め

るのは山川出版社である。世界史A， 世界史B， 日本史A， 日本史Bの うち，山川出版

社の発行量は高校歴史教科書発行総数の31.2%，57.7%，38.6%，60.0%を 占めている。

世界史A， 世界史B， 日本史Aの 発行量の第2位 は東京書籍であるlo)。以上の理由か ら，

本稿では中学歴史教科書として主に東京書籍の，高校の歴史教科書として主に山川出版社

と東京書籍のものを参考することにする。

 (2)教 科書の編集

 日本の教科書は民間の出版社によって編集される。しかし，出版社は教科書の執筆者を

正社員として雇用するのではなく，大学と小中高校の教員に執筆を依頼する。一般的に，

大学の教員を中心に，高校の教科書は大学と高校の教員，中学は大学と中学校の教員，小

学校は大学 と小学校の教員によって執筆される。執筆者の人数はまちまちであるが，たい

てい10～20人 前後である。

 執筆グループの結成，編集方針の確定から教科書が正式に使用されるまで，通常4年 間

かかる。その意味では，出版社にとっては，教科書の編集は先行投資である。そのため，

営利の面か らしても，多 くの出版社は文部省の検定に合格するために，学習指導要領に

そって編集作業を進めざるをえない。

 (3)教 科書の検定

 教科書の原稿が完成した後，各出版社は原稿を 「申請本」 として文部省に提出し，検定

を受けなければならない。文部大臣は専任の教科書調査官に審査を命じ，もし誤った箇所

を見つけたら，出版社に知らせ，修正させる。修正後，「教科用図書検定調査審議会」(以

下 「審議会」)に提出し，審査を受けるID。

 審議会は主に 「義務教育諸学校教科用図書検定基準」と 「高等学校の教科書の検定基

準」に基づいて審査を行なう12)。具体的に言うならば，検定の基準は主に3つ の部分から

なっている。①審査の基本方針。すなわち，当該教科書は 「教育基本法」の定めた教育目

的と方針，および 「学校教育法」の定めた学校の目的と教育方針に適しているかどうかを

審査する13>。②各教科共通の条件。そのうち，内容の選択面においては，注目すべき点が

ある。すなわち，「政治や宗教の扱いは公正であり，特定の政党や宗派又はその主義や信
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条に偏っていた り，それらを非難していたりするところはないこと」14)ということである。

この点は，中国の歴史教科書の編集方針 と異なるところである。③各教科固有の条件。例

えば，中学社会科 と高校地理歴史教科書の検定基準の1つ は，いわゆる 「近隣条項」 とい

うものがある。すなわち，「近隣のアジア諸国との間の近現代の歴史的事象の扱いに国際

理解 と国際協調の見地から必要な配慮が されていること」15)である。この条項は，1982年

の教科書問題が発生 してから，教科書検定基準に追加されたものである16)。ある研究者は，

「1982年の教科書問題は日本人の戦争認識を 『被害から加害』に転換 させた画期的事件で

あり，戦争認識に関する教科書記述を充実させた転換点といえる」17)と指摘 している。

 文部大臣は審議会の審査結果に基づき，教科書の合否を決定する。修正が必要とされる

教科書に関 して，文部省は文章をもって申請者に知らせる。申請者はそれを修正した後，

再度審議会に提出 し，審査を受けてから，文部大臣によって合否が決められる。不合格と

される教科書に対 して，事前にその理由を知らせ，申請者は異議申立てができる。不合格

とされた場合，修正を経た後，再度申請することができる。また，すでに検定に合格 した

教科書に関して，文部大臣が誤 りもしくは適切ではない箇所があると判断した場合，出版

社に訂正の勧告をすることができる。

 教科書は一般的に4年 毎に1回 審査を受ける。文部省の検定に合格するために，出版社

と執筆者は文部省の意見にしたがって編集もしくは修正をしなければならない。そうする

と，執筆者は完全に個人の見解通 りに執筆することができなくなる。本来， 日本は民主主

義国家として，学問と言論の自由が尊重されるはずである。 しかし，教科書の編集過程に

おける文部省の関与 という点からみると，日本の歴史教育は政府か らの政治的影響を受け

ているといえる。

 (4)教 科書の採択18)

 教科書の採択権は学校の種類によって異なる。原則上，公立学校で使用される教科書に

ついては，その学校の所属する市町村もしくは都道府県教育委員会に権限がある。国立 ・

私立学校で使用される教科書の決定権は校長にある。

 検定に合格した後，出版社は科目 ・使用学年 ・書名 ・著作者名などを含む書 目を文部大

臣に届け出る。文部大臣はそれに基づいて教科書目録 を作成し，都道府県教育委員会を通

じて，各学校や市町村教育委員会に送付する。 この目録に登録 されていないものは，教科

書 として採択できないことになっている。 また，採択の参考に供すため，出版社は教科書

の見本を都道府県教育委員会や市町村教育委員会，国 ・私立学校長に送付する。
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 適切 な採択を確保するため，都道府県教育委員会は専門的知識を有する学校の校長およ

び教員，教育委員会関係者，学識経験者から構成される教科用図書選定審議会を設けて，

採択の対象となる教科書について調査 ・研究する。都道府県教育委員会は，この審議会の

調査 ・研究結果をもとに選定資料を作成し，それを市町村教育委員会と国 ・私立学校長に

送付する。また，都道府県教育委員会は学校の校長及び教員，一般住民の調査 ・研究のた

め，毎年6月 から7月 にかけて，教科書センター等で教科書展示会を行なう19)。

 日本では，小 ・中学校は義務教育なので，教科書は無償である。都道府県教育委員会は，

市もしくは郡の区域またはこれらの区域 をあわせた地域を採択地区として定め，地区内の

市町村が共同 して種 目ごとに同一の教科書 を採択することになっている20)。近年，全県

(道 ・府)に おいて1教 科につき1，2種 類 しか採択 しないと定める道府県教育委員会が増

えつつある。1997年 度用歴史教科書の中，1種 類 しか採択 されなかった県(道 ・府)は

13に なり，2種 類を採択 したのは，16の 県(道 ・府)が あった。3種 類以上を採択 した県

(道 ・府)は 半数にも満たさなかった。そのような現象は 「『県定』教科書化」 と称されて

いる21)。もし学校 もしくは市町村教育委員会が都道府県教育委員会の決定に従わず，独 自

に教科書を採択するならば，教科書が有償となる。ここからも分かるように，教科書の採

択にあたり，都道府県教育委員会が大きな権限を有してお り，学校現場の希望と異なる教

科書が採択されることが考えられる。

 以上で分かるように，日本の教科書制度は主に発行 ・編集 ・検定 ・採択の4つ の部分か

らなっている。教科書の検定にあたり，文部省が大 きな権限を有 しており，教科書の採択

にあた り，都道府県教育委員会の権限が大きい。そこで，ある研究者はそのような体制を

「民編国管」体制 と称 している22)。日本の教科書制度は，日本政府の教育方針 を反映 して

いるといえる。歴史教科書に限っていうならば，中学 ・高校歴史教科書の中の近現代日中

関係に関する記述を考察することによって， 日本政府の近現代日中関係に関する認識に迫

ることがで きると考えられる。

3 日本の歴史教科書の中の近現代 日中関係

 (1)学 校教育 におけ る歴史教育の位 置づ け

 日本の小 ・中学校 ・高校の学制は6・3・3制 である。学校の教科は基本的に文部省が告

示 した 「学習指導要領」23)に基づいて設置される。1989年 以前，小 ・中学校と高校では，

歴史の授業は独立して設置 されたのではなく，社会科の一部であった。1989年3月 に文
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部省は小 ・中学校 と高校 「学習指導要領」を告示 した。それ らによれば，1992年4月 よ

り小学校第1，2学 年の 「社会」が取 りやめられ，第3学 年から開設することになった。

中学 「学習指導要領」は，1993年4月 より施行された。「社会」の構成は，それまでと変

わらず，〔地理的分野〕，〔歴史的分野〕，〔公民的分野〕か らなっている。高校の 「社会」

が取 りやめられ，1694年4月 より 「地理歴史」，「公民」が開設されることになった。

 1989年 の小学校 「学習指導要領」によれば，小学校第6学 年の教科書の中で初めて日

本史と世界史に関する簡単な知識が取 り扱われることになっている24)。そこで，本稿では

小学校段階の歴史教育は特に取 り上げないことにする。

 中学の 「社会」は必修科 目である。そのうち，〔地理的分野〕 と 〔歴史的分野〕は，中

学第1，2学 年に同時に開設し，〔公民的分野〕は第3学 年に開設することになっている25)。

中学各学年の総授業時数は1050単 位時間(1単 位時間は50分)で ある。その中で，第1，

第2学 年の 「社会」はいずれも140単 位時間を占めている。総授業時数での割合でいえば，

第1学 年ではわずか 「国語」(175単 位時間)に 次いで，第2学 年 では 「国語」 ・ 「数

学」と同様である26)。中学における歴史教育は，重要な位置におかれていると考えられる。

 高校の 「地理歴史」は，世界史A， 世界史B， 日本史A， 日本史B， 地理A， 地理B

の6種 類からなっている。高校 「学習指導要領」によれば，「地理歴史」の授業で4一単位

以一ヒを履修しなければならない。その中から，世界史A(2単 位)と 世界史B(4単 位)

のいずれかを必ず履修することになっている。残 りの日本史A(2単 位)， 日本史B(4

単位)， 地理A(2一 単位)， 地理B(4一 単位)の 中から1科 目を履修すればよい。1単 位に

つき35単 位時間(1単 位時間は50分)で 単純計算すると，高校の 「地理歴史」の総時間

数は少なくとも140時 間以上 となる27)。しかし，それにもかかわらず，高校で世界史と地

理のみを履修 し，日本史を履修 しない学生がでてくる可能性がある。その意味では，中学

における歴史教育はいっそう重要のように思われる。

 しか し，現在，多 くの大学では 「日本史」が依然として入試科目とされているため，高

校で 「日本史」を履修する学生は，従来に比べそれほど減少していないといわれる。1996

年以降，「日本史」の履修率は依然 として70%前 後に達してお り，以前に比べると大きな

変化が見られない。2000年 度セ ンター試験の結果によると，世界史Aと 世界史Bの 受験

生は全部で10万8035人 であるのに対 し，日本史Bの 受験生 は14万9251人 に達 してお

り，日本史Aの 受験生はわずか5271人 であった28)。ここからも分かるように，高校で日

本史Bを 履修する学生が依然 として多いのである。

 日本の歴史教科書の時期区分は中国のものと異なっている。中国の歴史教科書は，主に
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古代史(原 始社会～清朝)， 近代史(1840～1949)， 現代史(1949～ 現在)の3つ の部分か

らなっている。一・方，日本の歴史教科書は主に原始時代 ・古代 ・中世 ・近世 ・近代 ・現代

の6つ の部分からなっている29)。しかし，日中両国の教科書は，みないわゆる 「ウエスタ

ン ・インパクト」を近代史の発端としている。

 以上の状況から，筆者は中学の歴史教科書 と高校 日本史Bの 教科書を手がか りに，こ

れらの教科書の中で近現代における日中関係がどのように記述 されているかを考察 してみ

ることにする。具体的に言うならば，中学の歴史教科書は，東京書籍の 『新編新 しい社会

 歴史』を，高校は主に山川出版社の 『詳説 日本史 改訂版』 と東京書籍の 『日本史B』

を利用する30)。もちろん，必要により文中ではほかの教科書 も取 り上げる。

 (2)歴 史教科書 の中の近現代 日中関係

 前節で触れたほとんどの歴史教科書においては，近代以降から1978年 「日中平和友好

条約」が調印されるまでの期間の 日中関係史の重要な出来事に関する記述は見ることがで

きる(表1参 照)。 しかも，中国の歴史教科書には記述されなかった点 も見ることができ

る。 しか し， 日中関係史における重大な事件に関する両国の記述と評価 を比較してみると，

多 くの相違が見 られる。 日本の歴史教科書では，一・部の出来事に関する呼び方が統一され

ていない。その背景として，教科書の種類が多 く，執筆者が異なるなどの要因が考えられ

るほか，文部省の検定も重要な要素として考えられる。ここでは，これらの問題について

検討 してみる。

 1. 中国の歴史教科書で取 り上げられなかった日中関係の事例。

 (1)「 日清修好条規」31)。『新編新 しい社会 歴史』第7章 第4節 の 「中国 と琉球」では，

次の ようなことが書かれている。「清とは，1871年 ，対等な立場での条約(日 清修好条

規)を 結んだが，琉球の帰属問題で対立 していた。薩摩藩の支配下にあった琉球は，清に

も服属していたが，政府は1872年 ，日本領土であるとして琉球藩を置いた。清はこれを

認めなかったので，政府は，台湾でおきた琉球漁民の殺害事件 を理由に，1874年 に台湾

出兵を行い，清か ら賠償金を得た。 日本は，これで琉球領有が認め られた として，1879

年に，軍隊の力を背景に，反対する琉球の人々をおさえつけて，沖縄県を設置した」32)。

 このパラグラフは主に沖縄県の成立過程 を述べている。一・方，中国の歴史教科書には

「日清修好条規」に関する記述がなく，中学 『中国歴史』(第3冊)第11課 「19世紀中後

期の辺境危機」においては次のように述べている。つまり，「アメリカは早 くか ら中国の
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表1 日本の歴史教科書の中の中国と中国人

年   代 事             件 人    物

1840-42 アヘン戦争(19)⑥ ，南京条約(2)③

1851-64 太平天国(7)④ 洪秀全

1856 第2次 アヘン戦争(12)④ ，天津条約(4)①

1871 日清修好条規(18)⑦

1874 台湾出兵(19)⑦

1885 天津条約(中 日)(18)⑦ 李鴻章(18)⑥

1894-1895 日清 戦 争(19)⑦ ，下 関 条約(19)⑦ ， 三 国干 渉(19)⑦ ，

台湾総督府(15)③ ，中国分割(12)③

1899 義和 団(19)⑦ ，義 和 団事 件(12)⑤ ， 北 清 事 変(19)⑥ ，

台湾銀行(18)⑤

1901 北京議定書(17)④

1904 日露戦争(19)⑦

1905 中国同盟会(6)⑤ ，三民主義(10)⑥ 孫文(19)⑦

1906 関東都督府(15)⑤ ，南満州鉄道株式会社(19)⑦

1911 辛亥革命(19)⑦

1912 中華民国(19)⑦ 孫文，袁世凱(19)⑦

1915 二 十 一一ヵ条 の要 求(19)⑦ ，漢 冶 萍公 司(13)② 袁世凱

1917-18 西原借款(13)③ 段祺瑞(13)③

1917 石 井 ・ラ ン シ ング協 定(16)⑦

1918 鞍山製鉄所(13)③

1919 五 ・四 運動(19)⑦ ， ヴ ェ ル サ イユ 条 約(19)⑦ ， 国民 党

(中 国)(14)⑤

1921 中国共産党(18)⑦

1921-22 ワ シ ン トン会議(18)⑦ ， 九 力 国 条約(19)⑥

1924 第一次国共合作(17)⑤

1925.5.30 五 ・三〇事件(5)②

1927 国民政府(南 京)(14)⑥ ，北伐(19)⑦ 蒋 介石(19)⑦

1927.5 山東出兵(18)⑦

1928.5 第2次 山東出兵(9)② ，済南事件(13)③

1928.6 関東軍(19)⑦ ，張作霖爆殺事件(15)⑦ 張作霖(19)⑦

1931.9.18 満州事変(19)⑦

1932.1 上海事変(15)⑥

1932.3 満州国(19)⑦ 溥儀(19)⑥

1932.9 日満議定書(18)⑥

1933 塘沽停戦協定(11)① ，華北分離工作(10)③

1936.12 西安事件(18)⑦ 蒋 介石，張学良(18)⑦
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1937. 7. 7

1937.9

1937.12

1940

1941.12.8

戦 時

1943.11

1945

1945.10

1945.11

1946

1946-48

1949.10

1949.12

1950-1953

1951.9

1952.4

1954.6

1955.4

1966

1972

1978.8

1989

日本における歴史教育と日中関係

盧溝橋事件(19)⑦

第二次国共合作(18)⑦ ，抗日民族統 一戦線(16)④

南京大虐殺(14)⑥ ，南京事件(7)③

新 国民政府(9)④ ，南京政府(9)①

太平洋戦争(19)⑦

731部 隊(6)③ ，従軍慰安婦(14)⑥ ，中国人の強制連

行(14)⑤ ，三光作戦(7)⑤ ，朝鮮人 ・台湾人の徴兵制

(11)⑦

カイロ宣言(16)⑥ ，大東亜会議(13)⑤

ヤ ルタ会談(16)⑥ ，ポッダム宣言(19)⑦ ，中国残留孤

児(14)⑤

国際連合(19)⑥

中国内戦(16)⑦

極東委員会(18)⑦ ，対 日理事会(16)⑦

極東国際軍事裁判(19)⑦

中華人民共和国(19)⑦

台湾(国 民政府)(18)⑥

朝鮮戦争(19)⑦ ，中国人民義勇軍(15)⑤

サ ンフランシスコ平和条約(19)⑦

日華平和条約(13)③

平和五原則(11)⑤

ア ジア ・アフリカ会議(17)⑤

文化大革命(11)①

米中国交正常化(8)① ， 日中共同声明(19)⑤

日中平和友好条約(18)⑤

天安門事件(4)①

注 ：本表は，①田邉裕ほか 『新編新 しい社会 歴 史』，東京書籍，2000年 ，②尾藤正英ほか 『日本史

B』，同前，③石井進ほか 「詳説日本史 改訂版』，山川出版社，1999年 ，④全国歴史教育研究協議会

編 『日本史B用 語集 改定新版』，同前，2000年 ，参照 して，筆者作成。

 なお，()の 中の数字は，当該用語が現行高校日本史B教 科書全19種(1999年4月 現在)の う

ち何種の教科書に出ているか という頻度数を示すものであり，○の中の数字は，日本史A教 科書全

7種 に出ている頻度数を示している。その用語が同一教科書に何回でても頻度数は1回 に算定してあ

る。
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台湾に野心をもっていた。1860年 代，アメリカは軍隊を派遣し，瑯僑に上陸 した。台湾

人民が勇み立って抵抗 し，侵略軍を撃退 した。その後，アメリカは台湾への日本の侵略を

支持 し，中に立って利益を得ようとした。1870年 代， 日本は出兵して，瑯僑に上陸 した。

台湾の軍民は断固として抵抗 して反撃を加え，日本軍は膠着状態に陥った。イギリス ・ア

メリカ ・フランスなどが 『調停』役を買って出て きたため，日本が中国に白銀50万 両 を

賠償 させ，軍隊を台湾から撤退する条件とした」33)。このように，中国の歴史教科書では，

日本軍の台湾出兵が日本の侵略戦争を発動する出発点とされてお り34)，台湾が中国の領土

であることが強調されている。

 (2)日 清戦争後の台湾に対する日本の植民地支配。『新編新 しい社会 歴史』第7章 第

3節 には，次のようなことが書かれている。つまり，「台湾を領有 した 日本は，台湾総督

府を設置 して，住民の強力な抵抗 を武力で鎮圧 し，植民地支配をお し進めた」35)。同じ

ページに 「武装 した台湾の民衆」 という写真が付されてお り，写真の下には 「日本への割

譲に反対して，激しい台湾独立運動がおこった」と書かれている。

 中国の高校 『中国近現代史』第4章 第2節 の中で，「下関条約」(中 国語では 「馬関条

約」)の影響について次のように書かれている。つまり，「台湾，澎湖列島の広大な領土の

割譲によって，台湾が祖国と数十年にわたって隔離されるようになり，それがまた列強の

中国を分割する野心を刺激 した」36)。そこでは，台湾に対する日本の植民地支配について

触れなかった。

 2. 日中関係史上の重要事件に関する記述の比較

 (1)日 清戦争。日清戦争の背景に関して，中国の教科書は朝鮮東学党の蜂起に言及した

だけで，具体的な記述が見られなかった。一方，日本の教科書は，欧米列強によるアジア

侵略に対する危機感を朝鮮出兵，膨脹政策の強化の直接的な原因としている37)。日清戦争

の過程に関して，中国の教科書には詳細な記述があるが，日本の教科書にはそれがなかっ

た。中国の教科書では，「『下関条約』が中国の半植民地化を大いに深めた」38)と強調 して

いるが，日本の教科書も，日清戦争後の列強の中国に対する分割についての記述がある。

 このほかに，注目に値することが2点 ほどある。第1， 日本の教科書には，日清戦争時

の中国からの賠償金の使い道が図表をもって示されている。中国の中学歴史教科書では，

賠償金総額だけに言及し，その具体的な使い道およびそれが日本に与えた影響に関しては

触れていない。周知のとお り，日清戦争時の賠償金は，遼東半島を返還してもらうための

代償を加算すると，白銀2億3千 万両となる。それは，当時清朝政府の財政規模の3倍 に
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近 く39)，約3億6千 万 円 に 相 当 す る。そ の 中 で，62.8%は 軍 備 拡 張 費 に あ て ら

れ，21.9%は 臨時軍事費にあてられた。両者を合計すると，賠償金総額の84.7%に も達

している。ここからも分かるように，日清戦争時の中国側の賠償金は，日本の軍事力の増

強に決定的な役割を果たしたのである。

 第2， 日清戦争の日本に与えた心理的影響。『新編新 しい社会 歴史』では，「条約改正

の実現と日清戦争の勝利によって，日本は欧米 と対等の国としての自信を深めるとともに，

中国や韓国をさげすむ優越感を持ち始めた」40)と書かれている。その後の中国や韓国に対

して日本がとった一連の行動からみると，この記述は客観性をもつものであるといえる。

しかし，中国の教科書ではそれに関する言及が見られない。

 (2)義 和団事件。『新編新 しい社会 歴 史』第7章 第3節 では 「義和団事件」について

下記の通 り記述 している。「列強の中国分割に対 して，清 では排外運動がさかん とな

り，1899年 には義和団という団体 を中心に民衆が蜂起 した。義和団は翌年には北京の各

国公使館を包囲したので，日本を主力 とする連合軍が北京を占領 してこれを鎮圧 した(義

和団事件)。清は，各国に賠償金を支払うとともに，華北における駐兵権を認めたため，

清の半植民地化はさらに進んだ」41)という。

 中国の中学歴史教科書では，「義和団事件」を 「事件」ではなく，「運動」つまり 「義和

団運動」として捉えている。そのためか，教科書ではこの運動について一課を設け，義和

団と八力国連合軍との抗争過程を詳細に記述 している。 しかし，教科書では八力国連合軍

が北京を進攻した背景に関する記述は，義和団が 「北京の各国公使館を包囲した」ためだ

という日本側の記述と異なっている。また，日本軍が八力国連合軍の主力であったことに

も言及されなかった。なお，中国の教科書には 「辛丑条約」による賠償金の総額が4.5億

両白銀にのぼると記述されているが，日本の 『新編新 しい社会 歴史』には，それに関す

る記述がなかった。

 義和団賠償金は，39年 間(1940年 まで)で 償還されることになっていた。利息を加え

るとその総額は9.82億 両に達 し，さらに地方 レベルの賠償金を加算すると10億 両にのぼ

る。それは当時の清朝政府年間財政収入の12倍 にも相当する金額である42)。その後国際

情勢の変化のため，その全額は支払われなかったが，1938年 の時点ですでに6.5億 両あ

まりが支払われた43)。賠償金の支払いが中国にとって大きな負担になったことが容易に想

像できる。

 (3) 日露戦争の影響。『新編新しい社会 歴史』第7章 第3節 では日露戦争後の 日本に

ついて次のように述べている。つまり，「日露戦争での日本の勝利は，インドや中国など
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アジアの諸国に刺激をあたえ，日本にならった近代化や民族独立の動 きが高まった。いっ

ぽう，国民には，日本が帝国主義列強の一員になったという大国意識が生まれ，アジアに

対する優越感が強まった」44)。

 この記述の前半が，日露戦争のプラスの面を強調 しているように見受けられる。 しか し，

中国の中学の歴史教科書には日露戦争に触れておらず，高校世界近現代史の教科書の中で，

日露戦争がはじめて取り上げられている。そこでは，日露戦争が 「中国の東北 と朝鮮を争

奪するための帝国主義戦争」であると性格づけられ，「交戦の日 ・ロ双方が ともに非正義

的である」45)とされている。

 また，中国の高校世界近現代史の教科書において，日清戦争 と日露戦争の影響について

次のように述べている。つまり，日本は 「朝鮮を占領 し，中国の台湾などの領土を奪い取

り，中国から大量の賠償金を得て，日本国内経済のより速い発展を促 した。 日本がまた自

らの勢力を中国東北の南部にまで伸ばし，中国への侵略を拡大するために基礎を固めた。

朝鮮が日本の植民地に成 り果て，その時か ら1945年 第二次世界大戦の終結 まで，朝鮮人

民が一貫して日本の植民地支配下におかれ，半世紀近 くの苦難を経験 していた。中国が日

清戦争での敗北によって，半植民地半封建の度合がいっそう強まった」46)という。このよ

うに中国の教科書では日清戦争 と日露戦争に対する評価は日本のものと異なっている。

 (4)「 二十一か条の要求」。『新編新しい社会 歴史』第8章 第1節 では，「二十一か条の

要求」について次のように記述 している。すなわち，「第一一次世界大戦が始 まると，日本

は ドイツの中国における根拠地青島や， ドイツ領の南洋諸島を占領 した。また，戦争でア

ジアから勢力を後退させた列強のす きをついて，中国での権益の拡大をはか り，1915(大

正4年)， 中国に二十一か条の要求をつ きつけ，1)山 東省の ドイツ権益を引 きつ ぐ，2)

旅順 ・大連の租借期間の延長，などの要求を認めさせた。 しか しこれは，中国の主権をお

かすものであったため，中国民衆の反 日感情が爆発 した」47)という。

 以上，日本の教科書は 「二十一・か条の要求」が中国の主権を侵 したものであるとしてい

るが，「中国の警察行政および兵器工場は中日合弁」 とすること，「中国政府は，日本人を

政治 ・財政 ・軍事顧問として招聘する」48)ことなど，より中国の主権に対する侵犯を表わ

すことのできる条項に関して触れていない。

 (5)満 州事変。『新編新 しい社会 歴史』第8章 第3節 では，満州事変について次のよ

うに記述 している。つまり，「1927年，蒋介石の率いる中国国民党が，南京に国民政府 を

樹立して中国の統一に乗 り出し，日本の権益が集中する満州でも国民政府の勢力が強まっ

た。(原 文，改行)中 国での権益を確保するため，満州を中国から分離することを主張 し

                   36



             凵本における歴史教育と日中関係

ていた現地の軍部(関 東軍)は ，1931(昭 和6)年9月18日 ，奉天(現 在の瀋陽)郊 外

の柳条湖で満鉄の路線を爆破 し，それを機に軍事行動 を開始 した」49)という。

 以上から分かるように，日本の教科書は国民政府の 「満州」における勢力の増強を，関

東軍が満州事変を発動した直接的な背景としているのである。しかし，中国の教科書の記

述は異なっている。つまり，「1929年に資本主義世界では深刻な経済危機が発生 した。 日

本帝国主義が経済危機から脱するために，中国侵略のステップを速めた。東北に駐在する

日本の関東軍が，1931年9月18日 夜，南満鉄道柳条湖あた りの軌道を爆破 したが，反対

にそれが中国の軍隊によって破壊されたと主張した。彼らがそれを口実に，東北軍駐屯地

の北大営を砲撃 し，瀋陽を占領 した。それがすなわち 『九 ・一八』事変である」50)という。

ここから分かるように，中国の教科書では世界経済危機が満州事変の発生した主な背景と

されている。

 (6)日 中戦争。『新編新 しい社会 歴史』第8章 第3節 では，日中戦争の勃発について

次のように述べている。すなわち，「満州を支配下に置いた日本は，さらに華北に侵入し

た。1937(昭 和12)年7月7日 ，北京郊外の盧溝橋でおこった 日中両国軍の武力衝突

(盧溝橋事件)に より，宣戦の布告が行なわれないまま日中戦争が始まった。戦火は華北

から華中に拡大 し，日本軍は，同年末に首都南京を占領 した。その際，婦女子をふ くむ約

20万 人ともいわれる中国人を殺害した(南 京大虐殺)」51)という。

 この記述は以下の2点 で中国の教科書の記述 と異なっている。第1は ，盧溝橋事件発生

の過程である。中国の中学歴史教科書では，「1937年7月7日 夜，日本侵略軍が北平南西

の盧溝橋を進撃し，前々から企んでいた全面的な侵略戦争を発動 した。中国の軍隊が奮い

立って抵抗 し，全国的な抗 日戦争がここから勃発 した」52)と記述している。

 日中双方の記述を比較 してみると，日本の教科書では盧溝橋事件発生の責任に関する明

確な記述がないが，中国の教科書ではそれが日本軍の 「前々から企んでいた」侵略戦争で

あるとされている。中国側が教科書にしろ，論文 ・研究書にしろ，盧溝橋事件を 「事件」

ではな く，あくまでも 「事変」 としている。

 盧溝橋事件発生の原因に関しては，すでに多くの研究53)が なされている。 しか し， 日

中両国の研究者の意見が依然平行線のままの ようである。つまり，日中の どち らが先に

「第1発 」を打ったかという議論が残されている。それは日中両国の教科書に事件の過程

が詳述されない主な原因であると考えられる。

 第2， 南京大虐殺の死者数である。中国の中学歴史教科書には次のように記述 されてい

る。つまり，「戦後極東国際軍事裁判の統計によれば，日本軍が南京を占領した後の6週
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間の問，無抵抗な中国人住民 と武器を捨てた兵士を30万 入以上虐殺 した」54)という。長

い間，中国政府が一貫してこの数字を主張 し続けてきたことは周知の通 りである55)。

 しかし，日本の歴史教科書では，南京大虐殺に関する記述がさまざまである。ここでは，

高校歴史教科書の中で最 も発行部数の多い山川出版社の 『詳説日本史 改訂版』と東京書

籍の 『日本史B』 を取 り上げてみよう。

 東京書籍の 『日本史B』 は，日本軍の南京占領に関する 「注」の中で，南京大虐殺につ

いて次のように解説している。つまり，「日本軍は，数週間のあいだに南京市街地の内外

で，婦女子をふ くむ多くの中国人を殺害した。その数は，捕虜もふ くめて20万 人にもお

よぶ と推定されている。この事件は南京大虐殺として諸外国から非難をあびたが，日本国

民はその事実を知らされなかった」56)という。

 また，山川出版社の 『詳説日本史 改訂版』においても，日本軍の南京 占領に関する

「注」 として，南京大虐殺が取 り上げられている。つまり，「日本軍は非戦闘員をふ くむ多

数の中国人を殺害 し，敗戦後，東京裁判で大 きな問題 となった(南 京事件)」57)とい う。

ここでは，「南京大虐殺」 としてではなく，「事件」 とされており，しかも具体的な被害者

の数が明示されていない。

 そのような情況が生じた主な原因は，学術界では南京大虐殺の真相に関していまだに議

論が残されていることにある58)。しかし，ここでもう一つ注 目すべ きは，文部省の検定が

教科書の記述に与えた影響である。 ここからは南京大虐殺に関する記述を例に，教科書の

検定過程における文部省の役割を検討 してみる。

 1996年 度 と1997年 度文部省は，それぞれ清水書院 『日本史A』(1998年 度使用)と 実

教出版 『日本史A』(1999年 度使用)の 「南京大虐殺」の記述に対 して修正を求めた。

 清水書院 『日本史A』 の 「申請本」では，「南京大虐殺として国際的な非難をあびた。

死者の数は戦闘員を含めて，占領前後の数週間で10数 万人に達 した」59)と記 してある。

それに対 して，文部省は 「被害者数については定説があるわけではない」という検定意見

を出した。それを受けて，清水書院は 「(前略)死 者の数は戦闘員を含めて，占領前後の

数週間で10数 万人に達 したと推定される」 と修正を加えた。つまり，「推定」という断定

的ではない用語を付け加えたことによって，文部省の検定に合格したわけである。

 一・方，実教出版 『日本史A』 の 「申請本」では，南京大虐殺 について次のように記述

していた。つ まり，「1937年12月 ，日本：軍は国民政府の首都南京を占領 した。その前後

数週間のあいだに，日本軍は南京市内外で捕虜 ・投降兵 をはじめ婦女子 も含む中国人約

20万 人を殺害 し，略奪 ・放火や婦女子への暴行を行なった。(中 略)(原 文，改行)(側
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注)現 在，中国の南京市郊外の虐殺現場 には侵華 日軍南京大屠殺遇難同胞紀念館(1985

年8月15日 開館)が たてられている。中国は無辜の市民や武器を捨てた兵士など30万 人

以上の人々が 日本軍によって虐殺されたと発表 している」60)という。

 この記述に対する文部省の検定意見は次の通 りである。つまり，「南京事件の犠牲者数

については，種々の議論がなされていることを踏まえて記述を再考 していただきたい。ま

た，本文が 『日本軍は……約20万 人を殺害し』と記述する一方で，注は 『30万人以上の

人々が日本軍によって虐殺 された』 と記述するのは整合性が とれていない」 という。

 前者に関して，実教出版は犠牲者数の前 に 「推計」の2文 字 を付け加えた。つ まり，

「(前略)日 本軍は南京市内外で捕虜 ・投降兵をはじめ婦女子 も含む中国人推計約20万 人

を殺害し」た，と修正を施 した。 また，後者に関しては，「(前略)中 国は無辜の市民や武

器を捨てた兵士など30万 人以上(戦 闘による犠牲者を含む)の 人々が日本軍によって虐

殺 されたと発表している」 と修正 した。

 上に取 り上げた例だけをみると，南京大虐殺の犠牲者数に関 しては，少なくとも 「多

数」 ・ 「10数万人」 ・ 「約20万 人」 ・「30万人以上」 といった4種 類の言い方が挙げら

れる。前3種 類の言い方に関して，文部省は定説がないとしながらも，それらの教科書が

若干の修正が施された後，検定に合格した。最後の言い方は，中国側の主張を引用したも

のであるが，文部省はそれが適切ではないと明確 に否定しているわけではない。では，文

部省ははたして どのような基準をもっているのであろうか。確かに，犠牲者数を1桁 ，2

桁ないし3桁 まで確定することは不可能かもしれない。そうであれば，日本政府を代表す

るという立場か ら，文部省が事件の性質などに関するガイドラインを制定する必要がある

のではないかと思われる。確かに学問と言論の自由を尊重する立場から，検定制度を設け

るのは適切ではないかもしれない。 しか し，現時点では日本政府が検定制度を廃止する傾

向は見 られない。文部省が今後 も教科書に対する検定を継続させるならば，いわゆる 「近

隣条項」をより忠実に遵守すべ きではないかと思われる。

 以上，日中関係史における重大な出来事に関する両国の歴史教科書の記述を比較 ・検討

してきた。同一事件に関しても両国の記述には多くの相違があった。 日本 と中国の政治制

度および歴史の発展過程を考えると，日中両国が共通 した歴史認識に到達するのはとうて

い不可能かもしれない。しかし，両国の歴史研究者 と歴史教育者の対話を通 じて，相互理

解を深めることができると考えられる。日本の歴史教育者協会 ・日本教職員組合 と中国教

育工会はすでにそのような交流を開始し，かつ…・定の成果を収めている61)。日中両国の相

互理解と相互信頼を深めるために，今後いっそう交流を深めることが求められる。
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四 今後 日中両国の歴 史教 育の展 開 と日中関係一 結びにかえて

 文部省は，1998年12月 と1999年3月 にそれぞれ新 しい小 ・中学校学習指導要領 と高

等学校学習指導要領を告示 した。それらによれば，小 ・中学校は2002年4月 から，高校

は2003年4月 より新指導要領を施行することになっている。新学習指導要領の実施は学

校の歴史教育にも大 きな影響を及ぼすと考えられる。

 第1， 授業時間の減少である。新学習指導要領では，生徒に自ら学び，自ら考える力 を

育成するための 「総合的な学習の時間」を設けることが定められている。その上，2002

年4月 か ら小 ・中学校と高校は完全週5日 制を導入することになっている。そのため，中

学の授業は70単 位時間(週 当たり2単 位時間)が 削減 され，高校の修得総単位数は現行

の80単 位以上から74単 位以上に減縮されることになる。中学の歴史の授業時間は現行の

140単 位時間から105単 位時間に減縮されるのである。

 第2， 授業内容の削減である。授業時間の減縮は必然的に授業内容に影響を及ぼして し

まう。新学習指導要領に基づくと，各教科の内容は現在の7割 程度に厳選されることにな

る62)。現行の中学の 「歴史的分野」は，「文明の起 こりと日本，古代国家の歩みと東アジ

アの動 き，武家政治の展開とアジアの情勢，世界の動 きと天下統一，幕藩体制と鎖匡L世

界情勢の変化 と幕府政治の行 き詰まり，近代 日本の歩みと国際関係，二つの世界大戦と日

本，現代の世界と日本」63)という9つ の部分からなっている。 しかし，新指導要領におい

て，「歴史的分野」は時代区分が大きくされ，「歴史の流れと地域の歴史，古代までの日本，

中世の日本，近世の日本，近現代の日本と世界」という5項 目に絞 り込まれた64)。それに

伴い，歴史教科書における日中関係に関する記述がより簡略化もしくは削減されることに

なるのであろう。

 また，近年注目されている少子化の問題も歴史教育に大きな影響 を及ぼしている。2009

年に日本の大学がいわゆる全入の時代に突入すると予測 されている。定員を確保するため

に，多 くの大学は今から相次いで試験問題を簡単にしたり，試験科 目を減 らしたりしてい

る。そのため，一・部の高校生は歴史の授業に対 して従来ほど重視 しなくなるであろう。そ

れはまた生徒の日中関係に対する理解にマイナス影響を及ぼす と考えられる。

 一・方，中国の歴史教育は今後 どのように展開されてい くのであろうか。2000年 に中国

教育部は 「全 日制普通高級中学歴史教学大綱(試 験修訂版)」 を公布 した。その中では，

中国近現代史が必修科 目とされ，高校1年 次か ら開設され，週3一単位時間を履修すること
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が定められている65)。「教学大綱」においては，中国近代史がとりわけ重要な位置におか

れている。つまり，「中国近代史は，中国が しだいに半植民地半封建社会に成 り果てた屈

辱の歴史であ り，また同時に中国人民が民族の独立と社会の進歩 を勝ち取 り，反帝国主

義 ・反封建の闘争を堅持し，かつ中国共産党の指導下で新民主主義革命の勝利を勝ち取る

ための歴史でもある」66)という。ここからも分かるように，中国は今後 も引 き続 き中国近

代史の教育を強化 してい くのであろう。中国近代史といえば，その大半は，日清戦争から

凵中戦争にかけての 日中関係史によって占められているといっても過言ではない。その意

味では，近代史教育の強化は中国政府の 日中関係の過去に対するこだわ りをも現わしてい

るといえる。

 以上をふまえて，今後 日中両国の歴史教育を展望 してみると，筆者は今後両国青少年の

近代 日中関係に対する理解のギャップがますます拡大するのではないかと危惧 してやまな

い。そのギャップをいかにして埋めるかは，両国の政府だけでなく，歴史研究者と歴史教

育者にとっても真剣に取 り組むべ き課題である。
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